
別記第20号様式・別紙
意見書
　　
○○農業委員会印　
	農業委員会意見決定年月日
	（年号）　　年　　月　　日

	意見照会書受理年月日
	（年号）　　年　　月　　日

	申請者の氏名又は名称
	譲渡人
（貸　主）
	

	
	譲受人
（借　主）
	

	申　請　地
	所在地番
	市（町・村）　　字　　番　　ほか　　筆

	
	地目別面積
	田
	㎡
	畑
	㎡
	採草
放牧地
	㎡
	その他
	㎡

	権利の種類
	
	所有権・賃借権・使用貸借権・(　　)
	設定・移転

	事業計画
	転用目的
	

	
	工事計画
	着工　　年　月　日
完了　　年　月　日
	一　時　転　用
永　久　転　用

	農地の区分についての判断
	農地の区分
	面積
	許可基準に定める農地の区分の該当事項
	該当事項とした判断理由

	
	農用地区域
	㎡
	
	

	
	甲種農地
	
	
	

	
	１種農地
	
	
	

	
	２種農地
	
	
	

	
	３種農地
	
	
	

	農地転用に関する許可基準からみた意見
	検　　討　　事　　項
	意　　見　　及　　び　　理　　由

	
	農地の区分と転用目的
申請地が甲種農地、１種農地又は２種農地である場合、この土地を転用することがやむを得ないと認められる理由
	

	
	資力及び信用
	

	
	転用行為の妨げとなる権利を有する者の同意状況
	

	
	申請に係る用途に遅滞なく供することの確実性
	

	
	行政庁の免許、許可、認可等の処分の見込み
	

	
	農地以外の土地の利用見込み
	

	
	計画面積の妥当性
	

	
	宅地の造成のみを目的とする場合にはその妥当性
	

	
	周辺の農地等に係る営農条件への支障の有無
	

	
	農地の利用の集積への支障の有無
	

	
	一時転用である場合にはその妥当性
	

	
	法令（条例を含む。）により義務付けられている行政庁との協議の進ちょく状況
	

	
	特定土地改良事業等関係
	事業の種類
	事業施行者
	施行（計画）面積
	申請地に関係する面積
	施行時期
	申請地に関係する土地改良財産

	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	土地利用計画との関係
	都市計画の区域地域等の決定
	計画区域内・計画区域外・市街化調整区域内

	
	
	
	地域地区の種類（住居・準工業・工業（　））・なし

	
	
	農業振興地域の決定
	振興地域内・振興地域外

	
	
	
	農用地区域内・農用地区域外

	
	
	工業適地の調査の有無
	対象地（団地名（　）調査年度（　））・対象外

	
	開発許可等との調整状況
	

	
	関連する農地法関連手続
	手続の状況

	
	
	法第18条
	合意解約
	法第18条第６項
通知書受領済み
	当事者協議中　　

	
	
	
	その他
	未受付
	検討中
	送付済み

	都道府県機構の意見聴取内容
	

	総合意見
	

	許可に付けるべき条件
	



注１　「許可基準に定める農地の区分の該当事項」欄には、「農地法の運用について」の制定について（平成21年12月11日付け21経営第4530号・21農振第1598号経営局長、農村振興局長通知）の区分に従い、第１種農地にあっては「運用通知第２の１の(１)のイの(ア)のａ」のように、第２種農地にあっては「運用通知第２の１の(１)のオの(ア)のｂ」のように記載すること。
２　「該当事項とした判断理由」欄には、申請に係る農地の営農条件及び周辺の市街化の状況を記載すること。
３　「行政庁の免許、許可、認可等の処分の見込み」欄については、市町村が他の法令等に基づく権限を有しているときを除き記載する必要はないこと。
[bookmark: _GoBack]４　土地利用計画との関係で申請地が都市計画区域内又は農用地区域内等である場合は、当該区域内であることを確認できる図面を添付すること。
